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国内純移動人口の性•年齢階層別推訐

ックが欠かせないであろう。この資料は府県間移動のほかに府県内移動を記録している。

C S R を用いて2 0地域間の人口移動を推計することも可能である。これによって，移動人口の移 

. 動距離分布の概要がほぽ推察可能とな？)。 ほかに,たとえば 25年国調における出生地• 現住地統 

計とか， 35年国調における1 年前常住地雜計等が， 国内人口移動の研究資料としてある。 こj し 

た関連統計との異同• 変也を，今後究明しなければならなv \

； ■ .. 一' ' .  一.. . . — . . . . .  1 . '… . '

注 (17) ■推計方法の説明，歧存資料の解説，先行研究の展望JCっいては，D. J. Bogue, "Internal Migration”，in分，H,

Hauser & O. D. Duncan (ed.)，The Study of Population (Chicago, 1959) ,館 稳 :(編) r 日本の人口移動j  (古今 

書院, 昭和36年> 3, 4, 7章参照。
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世界貿易拡大のための諸政策
V. : . , .

—— 関税一括引卞げを中 心 と し て （そのH ) —

佐 々 波 楊 子

. .へ.':.-.:' へ . …（：..）： . . . '  .

n  V •、ニ、、•.. , v . ' . ； ■ . 、. .. ..
前稿で筆者は主に世界経済の長期成長の問題を貿易拡大との関速において取り上げた。19世紀以 

降の埤界経済の成長と,鹫易拡大とO 関速は， 1导I 3 年を境に二つの変化がみられる。 まず1も13年 

迄，世界貿易は経済成長をリ一ト:するテンポで拡大した。 しかし1920.年托になるとそ:の丨中長の速 

度は鈍化し, — 年觸いたると，鮮的な大不況めもとでとられた * 国の保護贸易政策は，とれ 

に更に拍車を’かけた。このような変化に対応U 1913年以降の世界貿易の商品構造のうち，第一次 

商品の占める割合は次第に減少する。第一次商品貿易の不振はおおむね長期的な構造要因に.もとづ 

くものである。例えば先進工業国における重工業化の進展とそれにともなう最終生產物单位当り办 

第一次商品投入量の低下がそれでもる。 1930 年代には保護質易政策がとられたが，讀仝次也‘界火 

戦下の各国は国内で第一次産品に代替する製品を開発しようとする努力を縫けだ。その結泉数多く 

の優れた人造品の生産が可能になった。これら人造品の開発と生産技術の改良は第二次大戦後もひ 

きつづき目覚しい進歩をとげ, 第一次産品貧易の栩対的縮小の一因となった。

今日，第一次産品輸出国の多くが工業品 , ことに軽工業品の.輸出にその活路をみいだそうとして 

いるのは上述のような世界贸易の構造変化に対処するためなのである。C の場合, 第一次]蜜品輸出国
• - . * . . . . .  -；; ノ ，. . ,

が当面する問題の一つは，先進エ寒国向けの輸出をいかにして仲ばすかという事がある。先進工業 

国の貿易政策, こどに関税構造は1930年代の不況下に国内の雇用水準の維持を儘先した名残りを 

多くとどめている。例えば米国の関税構造をみると，製造業のうち，労務費比率の高い，•いいかえ

注（1 ) 拙稿 「世界贸易拡大のための諸政策一関税—柄引卞げを中心として，その一j 三田学会雑訧. 第 61卷第 

11号。 •

• ( 2 ) 第一次處恥輪出国のうちでも人口の多い,_ 内市場拡大の可能性のあ芩国では工業化ことに軽工業製品の生 

. 産が有望と思われる。人口，市場の大きさ（規模の経済性の効衆）と工業製恥の生産における比較優位につい 

ては、最近，次のニつの優れ/こ論文が発表されているP ノ

Donald B. Kecaing ^Population & Industrial Devolophient0 American Economic Review, June, 1968. 

Hollis B. Chenory and Lanco Taylor 'development Patterns; Among Countries and Overtime^ The> 

R^vio^V Of Economics and Statistics, ^November 1968-

ハ 一— ™105(572)—



世界贸易拡大のためめ諸政策 

(3)

れば労働集約的産業に対し，大きな保護を与えている。又米国とは生産要素賦存の状態がいちじる 

しく異なり，労働力が相対的纟こ豊富な日本においても労働集約的と思われる生産物（とくに消費財） 

の関税率は相対的に高い# 鉍指摘きれている。この他の先_ 土業国，例えぼ英国, E E C , スエ一
' (5)

デンでも消費財に対する関税率は投資財や中間財fこくらベて高い。

国際貧易の拡大が再び各国の経済成長を先導するためには1913年以降にみられる世界質易伸長 

の阻害要因をとりのぞくことが必费でる。第一次産品市場の停滞が短期的なものでなく構造的要 

因に基* くもの，であるからには，’ これら第一■次產品を主要輸出商品’とする多くの国々か質易を拡大す 

るためには，工業製品の輸出を更に推進することが必要である。そして工業化の初期の段階におい 

て人口の比較的多い国々が容易に開発出来るのは，繊維，ゴム製品，木製品，紙及び紙製品，衣料 

といった消費財産業，あることが明らかにされている。消费財库業に対する関税保護の程度が先進 

丄業国において, 一般に高いという事は今日の関税問題と質易の拡大,特に低開発国貿易との関連
. . . . . . . / . ；： ' . ン . ： ；… パ ン -；

において重要なことがらなのである。

1960午代の関税引下げをめぐる諸研究はきわめて現実的な要請にこだえ名ためになされたもの
.ベ .：，. . . — . '

である。その要請の一つは1967年に 4 年ごしの難交渉の末，ようやく妥結をみたケネディラウンド 

関税一括引下げ問題がそれである。ケネディラウンドについては前稿においてこれをとりもげたた
( 7) ! • - ， ■ ; 1 ；

め, ここでは詳しくは述べない。 1968年から1972年までの主要加盟国における関税の段階的縮小 

が丨丨丄•畀贸易の拡大及び構造変化に大きな影響を及ぼすであろうq とは疑いもない。そしてこのよう 

な構造変化が各国の産業構造，雇用構造にどのような影響をもたらすかを知ることは1970年代の

各国経済ならびに世界経済の動向を知るうえできわめて大切な事柄である。
. ; . .  - . . . . .

いま一つの要請は前述の低開発国の工業化と貿易拡大に関連してである。即ち先進工業国の労働 

集約的産業に対する高い関税保護率や，原材料， '中間网‘に対して低く,完成品に近づくほど高い関 

税を課すといった関税構造は，低開発国のエ寒製品輸出伸長に対する阻害要因となっている。そし 

てこの問題は主に第二回国連質易開発会議においてとりあげられた。

ケネディラウンド交渉における先進工業国の貿易拡大と関税引下げ問題，国連質易開発会議にお
_

( 3 )  Beatrice N* V^ccara “Employment and Output in Protected Manufacturing Industries” The Brookings 

Institution, Washington, I960.

( 4 )  「……全般的にみて，すくなくとも，二つの特徴がみいだされるようである9 一"^は大体において免働集約

的と见われる生産物とくに消奴財の関税率は平均的にみて高くなっているということであり，もう一つは原材 

料に近い性質をもった生座物にたいす今関税率は乎均的にみて低ぐなっているということである。j 渡部福太 

郎， “関税政策と所得分配” 学留院大学経済学会“経済論集”第5卷绾1号 page 37. '

( 5 )  Bela Balassa "TarilF Protcctiort in Industrial Cotmtriea” Tho Journal of Political Economy Vol. LX X III 

Dec. 1%5, page 591, Table 5 参照。

( 6 )  Hollis B. Chenery and Lance Taylor "Development Patterns： Among Countries & Overtime op. cit., 

Figure. 5, Seet or Growth Patterns, p. 410-411'参照。■

( ? ) 詳しくは拙稿“世界贸易拡大のための諸政飨—— 関税一括引下げを中心として，その一” bp. c i t . ,第二窜 

関税率と関税描造，を参船されたい。

傲 ^ 級遇^ 淡 微 ^ ふ

j t 界贸易拡大のための諸政策

ける低開発国の工業化及び輸出伸長， 進工業国の関税構造の問題とぃぅニマの現代的轉題に対 

応するための三つの新しい分析課題を指摘することが出来る。その一つは各国(0聞税による産業保
■ ■ ' ' ' * ： ■ . . . .  ! V-'

護の規状を “有効関税率 ’’ (actual rate of protection)の概念のもとに把揮L ようとするこころみであ 

る。いま一つは各固の関税保護という推実かとのよ、う:な影響を各国の生逵孽素比率(factor, proportion) 

に与えてい夸か。世# の資源配分f c どのような影響があるかという間題にq v 、x である。このいず 

れの問題でも国内の産業構造ある.いは関税構造と世界質易の撺造変化との閼連がまず明らかにされ
• ■ ■ ' ! ; ■ '； * , . 1 ..ノ ..... •

和ばならない。このためには国内生産.あるいは国内消费が関税あるいは俩格変化^;どのようにリス

ポンドするかがわからなければならない。そこで第三の研究課題として輸入Q 伽格あるいは関税弹
- • . . . . .  ‘ ： ' - ； *： ■. -

力性の値を計测するC とが必要となるのである。
■ ■ • ..ノ . .； ‘ - ' . : - . . . . . . :.

本研究は车に上述の各.研究課題のうち第二の問題に関するものである„ しかし本論に入る前に，
■ • ; , ■.； - ■-

これら主つについての問題点と相互の関速をいますこし詳しくのベてみることにする。

(ニ）

国内産業保護の有効な手段として関税賦鮮がもちいられてからすでに久しい。ごとに先進工業国 

におぃては直接的な貧易や為替制限の撤廃がおおむね完了した現在, 残された芋段とし:て幽被めは 

たす役割は大きV、。しかしニ国間で関税率の高さを比較する場合にまず問題とな纟めは，各商品に対 

する関税■率をどめように平均するかという加重方法につぃてである。卑ー商品についてめ_ 税率比 

較をのぞき，凌数の商品r ついてこれをくらベる場合には何らかの方法でこれを窠計しなければな 

らなぃ。ましてA 国の方がB 国よりも保護質易政策をとる傾向が強ぃとぃった事を判断すもには宇 

均的関税率と共に関税構造をも較べる必要がある。各財の輸入額をウェイトとしてもちぃることは 

非常に高い閨税が賦課きれてい'るために輸入量が少なぃM には小さいウェイトしか与えられず，保 

護の度合を過少評傾する傾向がある。また国内消費量をウ:c イドにもちぃるのも理論的根拠にとぼ 

しい。最終商品紀対十る名目上の関税保護率でなく付加価値に対する保護率を求あfこ有勃関税每の 

概念は, 最終的な保護め程度を投入構造とめ_ 速におぃて明らかにした点で優れt いる。 実， m  

税は輸入財の価値_ 丨格X 数量) に対して賦課されるが，その結果として_で保護されるのは 

国内における付加価値の部分にすぎなぃ。
(2 ) ( 3 ) ( 4 ) ■ ( 5 ) .

ジョンソン，ベ一スビ，バラッサ,渡部氏等の有効関税率推計へのこころみは先進工業国に共通

注（1 ) 有効関税率についてはすでに前稿で詳しく述べたのでこれを参照されたい。拙槁‘‘世界贺易拡大のためめ諸 
政策—— 関税一括引下げを中心として, その一’’ 三田学会会雑誌,第61巻第11号 pa如 33〜35.

( 2 )  Harry G. Johnson “The Theory of Tariff Structure/ with Soecial Reference to World Trade & Deyolopnient” 
Trade & Development, Etudes et Travaux do Tlnstitut Uhiversitaire do Hautes Etudes Internationales, No. 
4 (Geneva, 1965) _ •

(3  ) Giai-gio Basovi "The United States Tariff Structure： Estimates of Effective Rates of Protection Of United 
States Industries and Industrial Labor1* Review of Econoinica and Statistics, May,: 1966,

( 4 )  Bela Balassa “Tariff Protection in Industrial Couhtriesi An Evaluation”  op; d t” Dec. 1965.
( 5 ) 渡部福太郞 “関税政馆と所得分配〃r経済論集d 学習院大学経済学会第5卷第1号,

■— 一 107 (S73) 」一
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_搜界贸易拡大のための諸政策 ，

する関税構造<D二つの特徴を明らがにした。そ の ^は関梭率は原料の段階から生遍土程が進むに 

つれて次第に高ぐなる傾向があるとい ’うことセ、ある《；しだ; ^ って:！:業製品は他の産業の製品にぐら 

ベて関税ばよる保護の度合いが夫きい。次泛この: ! :業製晶のうち七、もとと〖こ消費財に対する関税率 

$ 有効関税率，名目関税率典に投資財にくら4 て蒿い/  •

以上のような先進工業国に共通する_ 磁構造ば世界貲易の動尚な6 びf c資艏gS分に次の i うな影 

響を々-える。生産: !:程办® 階泛よって高くなるS 税龠造は工業製品の宥効関磁率を名目関铤率より 

も咼め，これら製品を生廣する産業に爭厚I 、保護を与える。挺ってどれから工業化を行ないその製 

恥の輪出を推進しよデどチる国にとって过輪出# 長の大ぎな阻害要因となも。が に 関 巍 が 製 品  

に賦观された場合には’ その製品を生產する産業の付加価値部分泓德邊されるのである。多くの_  

税の効果分析之おけるように， もし製品価格を関税部分だけ引：h げるとどが出来ると被遙ザれ;ば， 

付加価値も増加する。もしこの產藥め賛全コストが変化しないとすれば利潤は墙大する。そしてこ 

のような利_ の増大は産出高の増加をうながすであろう。もし，先進工業国の消費財產業に対する 

関税率が投資財やその他の産業にくらベて高いならば,その関税率の低下は消費財産業の相対的縮 

小をもたらすで、あろう。,そしてもしこれらの産業の労働集約度と関税率i .に相関がみとめられるな 

らば関税埤造の変化は，産業構造及び生産要素比率の変化をみちびくと考えられる，
■ (6) (7) (8) (9) ; 。

トレービス，ヴァッカラ，ベースビ,バラッサ等のこころみは関税セいラ育易政策が資源配分に

とのような影響を与えるかについてである。 トレ一ビX と.ヴァッ力ラは, . ァメリカ合衆国の産業別

クパ!i 集約度と名目関我;率との間に正の相関を認め，その関税構造が労働保護を目的としてい名点を

指摘する。こ杪に対しべースビとバラッサは共に有効関税率をもちい，ァメリ力合衆国の関税率構

造が特に労働という特定な生產要素を保護しているとはみとめられないと結論している。

トレV ビスとヴア ッ 力ラの研究については前稿で詳述したので，ここではバ ラ ッ サ , ベ ー ス ビの研

究結來とその問M 点を指摘:するのにと:と'める。，ヴァッ力.ラが明らかにした第一の点は，產出高— ド

ル当り労働投入量の大きい産業ほど関税保護率が高い事である,ベースビも名目関税率と鹿業別の

座出丨'4 1，0 0 0 ドル当り労働者数とめ間には1954年と 1958年について統計的に有意な正の相関をみ

とめている。 しかし同じよぅな方法で有効関税率と產業別労働集約度との間の相関をみた場合にけ

統的に有意な結果はえられず， I 958年についてはむしろ逆相関を示している

パラッサもァメリ力合衆国の関税構造が労働集約度の高い産業の保護を目的としている事；を否定
——— —          ' - . •

注（6 ) William P. Travis “Tho Theory of Trade & Protection.” Harvard Univoraity Press* 1964/

“The Effective Rate of Protection and the Question of Labor Protection in the United States.” Tho 
Journal of Political Economy, vo l.76, No. 3. May/June 1968.

(7 )  Beiatrice N* Vaccara "Employment & Output in Protected Manufacturing induatries'V The Brooking 
Institution, Washington I960.

(8) .  Basevt "The United States Tariff Structure,H op. cit.,
(9 )  Balassa ^Tariff Pi-otection in Induatrial Countries.» op, cit..

— 108(574)

说 ;ふわかは ' - ‘- '现 ュ 練 娜 s 姊 挪

する。バラッサの分析では各産業の労働集約度と有効関税率との間には何らの相関もみいだせな 

ぃ。労働投入係数と有効関税率との順位相関係数は西ヨーロッパ諸国とアメリ力合衆国ではそ如.ぞ 

れ — 0, 8 と — 0 ,1 4 であ'る。 ,

有効関税率をめぐる論争と諸研究はたしかに各国の投入構.造と関税構造の相違から生ずる産業保 

譏の程度を明らかにした点で優れたぃくつかの業績を生んだ。その一つは先進工業国に共通する生 

產工程の進むにつれてエス力レ“ トするとぃう関税構造が実際に名目関税率が示すよりも，これら 

の国の產業に大きな保護を与えている点を明らかにした事である。そしてこれら事:実の指摘は關税 

引下げによる世界貿易拡大をこれらの国にせまる際に一夕の理論的基礎を辑供した。また消费財鹿 

業に•対する’有効関税率が高V、とぃう指摘も低開発国の工業製品輪出の伸長を促進する立場からきわ 

めて大切な点である。

しかし坐產要素比率 (労働_ 約度）と関税の関速を分析するのに有効関税率をもちぃた方がよ 

ぃか名目関税率をもちぃた方がよぃがを決めるには産業あるぃは企業自体にとって関税保護とは何 

かとみ、う点を考えなければk らなぃ。もしすベての企業の生産組織が同じであれば，産業に対する 

有効_ 與率と企業Iこ対するそれどは— 致する!) しかしある企業は，中間財を購入し，ある企業は原 

料を購入して同一の最終生産物をつくるとするとこの場合の有効関税率はそれぞれ異なる。 し/こが

って同一商品につ C 、て二通りの有効関磁率をうることが出来右。一国 b 産業 f c つぃて計算される有
. '■ ' • . . .  . . .

効関税率は投入產出表にもとづくものであり，これら企業め平均的M 税率と考えられる。’しかしぃ 

ままで原料を購入してぃた産業が中間財め購入に切りがえ/こ場合, 有効関税率は引下げられる。した

がっセ原科 i：中間財との間の代替がどのような裏i合におこ右かが明らかにさ’れねばならなぃ。…次:に
- ■  , - - , ■ ■；

ベースビもグアツ力ラも共に労働集約度として直接生産工程でもちぃられる勞働投入量:めみをもち

ぃてぃる。 しかし生産要素比率の_ 題に関連して計測されをければならなぃのは関税保護k よっ

て, 直接及び間接に生産工程'^労働がどめようにもちぃられズぃるかとぃう点ではなぃで灰ろう

が。 i 93o 年代め '各国の保護貿易政策の一つ<b大きな目的が国内雇用率o 引上げにあっだ事を考え

れば, 今日め関税引下げの沏題も先進工業国の雇用問題を切りはなしセは考えちれない。関被弓丨下

げ q 長期的劾果は軍に俩格効果のみにとどま e >ず国内産業の付加価値ゃ利澗率の変化を i じ途寒構

造の趣化をうながす。產業に対する関税保護に変化が生じた場合にひき知こされる m 用め変化も重

製な研究課 - で‘ k 。 ) ご ：
t ( 1 1 ) 1 

関税引下げが各国の輸出入にどのような影響を及ぼすが。あるぃは国内雇用永傘友び'構造にどの
     - . . . ベ .'

注( 1 0 ) しかし筆逍の知るかぎりでは，先進工業国の産業別労働集約度と闕税保護め関係にらぃ*t のさ:まざまの研兜 
姑衆は一致した見解を示すにぃたってぃなぃ。又関税洌下げと屈川楛造の変化につぃての研究はぃまだなされ

ていない*.' ' ぺ、 ...パト..'.:….'
,(11); 関稗ー活引下げが各国の輸出入にどのような影響を及ぼすか耷訏測した例としてバラッサ9 研究があげられ

Bela Balassa and Mordechai B. Kroinin “Trade Liberalization under the Kehhedy Round : The Static 
Effect8'i The Review of Economics and;Statistics, May, 1967.
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ような変化をもたらすか等の間題を明らかにするためにぼまず輪入の価格及び関税弾力性がわがら 

なければならない。輸入の価格弾力性及び関税弹カ性は商品によってかなり異なると考えられる。 

また_ 税引下げによる輸入の変化は総供給のうちにしめる輸入の割合にも依存する。例えば輸入が 

総供給めうち大部分を占めるような場合に関税が弓丨下げられたとすると，国内の企業はとれヒ対処 

するために大幅な価格引下げをするかもしれない。このような場合r は国内の需耍の瘅カ性のいか 

んにもよるが，輸入増加はさほど大きくはないであろう0 

輸入弾力性の計測方法には，このような国内需給の弾力性値によってこれをもとめる間接的方法 

がある。いま一らは所得及び佃丨格め時系列資料をもちいて直接に輸入の所得と価格の弾力蛙を導く
• (12) (13) • .

方法である。間接的方法はスターン.， フロイドによっで，こころみられた。との方法の長所は前述 

のような総供給の中で占める輸入の割合の影響を導入している点であろう。いま o dを国内消費，o 8 

を国内供給，o m を輸入, む, もをそれぞれ国内の需要及び供給め価格弾力性とすると輸入弾力性, 

.、 は次のよう匕求められる。

' 世界贸易拡大のための諸政策
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間接的方法をもちいる場合の最大め難点は国内需給の弾力性値をいかにして求めるかであろう。

消費財については比較的容易に求められると考えられるが，その也の商品, ことに投資財に•ついて

もこれを求めて国際質易全体をカバ一する必要があるン ;
(14) (15) (16) (17)

直接的方法は, クラウス，クレイニン，ボールとマ ー ル ハ の 研究があげられ,すでに刖稿でその主

要な計測結果については述べた。商品別に需給弾力性を求めることがむずかしい場合，時系列デ一

タによる方法はー疮次のような事を示している。上述のいくつかの研究のうち, 1954/64年9 ァ-メ

V 力合衆国の輸入について四半期データをもちいたクレイニンのものは，戦後め混乱期を含まない

.注（12) Robert M. Stern “ The ’U.S. Tariff and the Efficiency of the U.S.. Economy” ■ American Ecbnomic Review,

Paper & Proceedings, May, 1964. て

(13) J. E. Floyed “The Overvaluation of the Dollar”  American Economic Review, March 1965.

(14) L, B. Krause “ United States Imports, 1947-1958”  Econometrica, April, 1962.

(15) M, E. Kreinin vThe Effect of Tariff Changes on the Prices and Volume of Imports^ American Economic

Review. June, 1961. へ

/'Price Elasticities in International Trade0 The Review of Economics and Stwtistics, Noy* 1967. “Alternative 

Commercial Policies一Their Effect on tho American Economy”

Michigan States University International Business and Economic Studies, 1967. Page 46.

(16) R. J. Ball and K. Mafwah “The U.S. Demand for Imports, 1948-1956,# The Rov6iw of Economics and 

Statistics, Nov. 1962.

( 1 7 )拙 稿 「世界贸易拡大めための諮政策—— 関税w 拙引下仔を中心として, . その一」op, cit"
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点からも最も信頼性があると思われるが，訏測された輸入弾力性の値は， 1948/58年のボ—ルとマ 

一ルハのものとあまりかわらない。まず工業製品について，輸入数量指数ぶを実賀国民総生遮尤と 

相対価格'とすると弾力性値は次の通りであった。•輸入数量指敎と所得，価格の二つの独立変数と 

の間には，四半期のラッダをとった。相対価格は，輸入偭格指数をその商品め卸売価格指敫で餘し 

たもめであるみ

y =  4.246 +  2. 347 a; -  4. 715 z 
(0.424) (0.158) (0. 553)

(17)

R = 0 .983

ル y , z は共に指数で表わされているから 一4.7 1 は価格弾力性，+ え3 4は所得弹カ性を示す。と 

の値はボールとマールハの所得弾力性，2 .4 7 ;価格弾力性， - 3 .  5 0 に近い。 価格弾力性が所得弹 

力性の 2 倍である事からも関税引下げは輸入の増大にかなり大きな影響を与えることが予想される„ 

また，価格弾力性の値は，工業製品がもっとも大きいことがらも関税引下げは工業製品貿易の拡大 

に， もっとも大きな影響があると推論出来る。 次に輸入弾力性値をもちい， 1965年の質易マトリ 

ックスにもとづV て，食料, 化学，機械及び輸送用機器，その他の工業製品の質易構造が各国の実 

行関税率をケネディラウンドの最終譲許率まで引下げた場合どのように変化するかをみてみょう。

(三）

( 1 )
すでに前稿で栺啤したようにケネディラウンドによる関税一括引下げの効果はバラッサ>  クレイ

ニンに.よつ て計 測 さ れ 1967年 に レ ビ ュ ー . オブ • エコノミックス • エ ン ド • スタ■ティス.テイ夕ス 
( 2 )

誌上に発表された。只ラッサは I9 6 0年の地域別質易構造に菡づき.5 0パーセントの関税一括引下げ 

が工業製品の輸出入をどれだけ拡大するかを計測した。 しかし, この論文が発表された1967年の 

6 月に，ケネディラウ、/ ドは4 年越大交渉の末ようやく最終調印をみた。この結果をみると50 

パ一セント一括引下げという原則を一応認めたリニヤー， カッター1 0 ケ 国 （ォ一スト!M ' ,デンマ 

ーク，E E C ,:フィンランド， 日本，ノ一ルウエー，スウ： デン，スイス，英国，米国）にお，いても商品別

にみると蕋準税率と最終®f許税率との比率は異なったものとなっている。また輸入弾力性値も同じ
■ ■ - • ■ "•

エ寒製品であっ.ても商品に：よってかな::り相違がある。例えばクレィニンによれば,米国の輸入弹カ他 

をみると, , S I T a の々と8 , 即ち原料別エ_ 製品とそP 他の工業製品はS IT 0  5 と7 , 即ちイ匕学と
/ 4 )

機械及び輪送用機器の2, 6 倍である。そこで本研究にぉいては, , 1965年の世界質展構造を諶とし,
_ ■ ■ '.'

注（1 ) 拙 稿 “世界贸易拡大のための諸政策-----関税ー拈引下げを中心として，その一，， 彐田学会雑誌，第 61卷第

11号。 ' ' " ■  ■ ■ ；

( 2 )  Bela Balassa and Mordechai E. Kreinin “Trade Liberalization under the Kennedy Round： The Static 
Effects” The Review of Econoriiics and Statistics, May, 1967.

( 3 ) とこでいう驻维税率とはおおむね各国の突行锐率である，

. ( 4 )  Mordechai E. Kreinin "Price Elasticities in International TradeM The Review of JGeohbmica and Statistics, 
Nov. '1967* %
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各国が関稅を蓝準税率から最終譲許税率まで引下げた場合の質易拡大効果をS IT C 分類のうち，化 

学 製 品 ( 5類) 機械及び輸送用機器（7類）その他工業製品 ( 6及び8類）の三つのグル一プについて 

求めた。 ' . .

関税一括引下げの効果はこれら工業製品の主要輸出国であり， かつ 5 0パ一セントー栝引下げを 

原則として承認した国々の輸入に, もっとも大きな影響を与えると考えられる。そこで効果分析は, 

E E C ;アメリカ合衆国， E F T A  (英国をのぞく），英闺， 日本にかぎられた。 これらの国の総輸入額 

が世界総貿易のうちで占める割合は, 1965年には，化学製品と機械及び輸送用機器については2 分 

の 1 , その他の工業製品についてば, 3 分の 2 セ'あった。各商品グループにういて，これらの国々 

め相;5：依存の害丨拾はきわめて大きく，化学製品輸出にういてはアメリ力合衆国，每EC, イギリスは 

それぞれ 40 パーセント，E F T A は 3 0 パーセント，日本は20 パーセ、ン ト を 先 進 工 業 国 貿

黏が占め.ている。同様に機械及か輸送用機器輸出について，相互貿易はブメリ力合衆国は2 7 パー
； , , . . ■_ ；

-ヒント，EEC, E F ^ T A ,英国は約半分，日本は3 0 パ一セントである。その他の工業製品について
. ' •

も先進国間の相互貿易が各国の輪出の中で占める割合はEEC, E F T A , 英国がもっとも大きく約 

平分, アメリカは3 2 パ一セント， 日本ほ 4 6 パーセントとなっでいる。これら先進工業国の関税 

一括引下げは，相互貿易を更に拡大すると同時に，その他の地域からの輸出も増加する。ことにそ 

の他工業製品の質易拡大と構造変化には大きな影響を与えることが予想される。

いまa 国についてしを® 準関税率，6 を最終譲許率，’  を輸入弾力性, M nを 1965年の輸入額と

する。基準関税率んを最終譲許率 t，a まで引下げたために増ず輸入の増分は.办 M„ 

で示される。 .
- . ■  て！. . . ， '

• 各国の基-準関税率及び最終譲許率は1967年 6 月 3 0 日までジュネーブで行なわれたガットの贸易 

—交渉の結果得られた関税譲許によった。日本，E E C ,英国及びE F T A め各国はブラッセ/レ関税分 

類 （いわゆるB T N ) をもちいてい名ためS IT C による輸出品目と照合することは比較f e たやすかっ 

た。アメリ力合衆国については，その独自の関税分類を品目別にS IT t )の品g と出条るだけ詳細に 

対応させた。図表 1 r 示す各商品グループ別莶準及び最終譲許関税率ば各品目の単純平均で、ある。

• 図表1 . ケネディラウンド後6 関 税卑 (% ) '

ブ メ リ 力 E E C E F T  A (除英国) 英 国 日 本

站準税率 最終税率 驻準税串 最終税蜜 拈準税率 最終税率 越準税率 最終税率 驻準税率最終祕率

ィ 匕 学 製  
S I T C 5 頌 12.1 6. 0 ' 12.2 6.2 13.9 6.9 20.7 8. 3 15.4 8. 3

機械 •輪送用機骰  
S I T C 7 類 12.5 6.0 13.6 7.8' 12.7 11.5 ,17. 2 10.2 17.0 9,6

その他のエ柒製 ,R, 
S I T  C 6及び8類

20,3 11.5 14.3 6.8 11.3
： , 

9；8 20, 0 ' 12. 3 ； 16. 2 9.4

資料 ; 通商政辨辦究舍「ケネディラウンド後の各国主迎閲税率ー览j 昭和42か 3 / J ,贸勒轉策応報社,

注（5> ' アメリカ合衆fU, EEC, E F TA ,英国，H本を先進工業fS丨グル一プと考える。
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ア メ リ カ E E C E P T A 
(除く英国) 英 国 日 本

化 学 製 品  
S I T C 5 奴 2.0 1.7 1.4

/
1.4 2.0

機 械 輪 送 用 機 器  
S I T C 7 類 2.0 1.7 1.4 1.4 2.0

その他の工業製品 
S J T C  6 及び8類

5. 6 4.4 ^ 3.5 3.6 5.1

資料 Mordechai Kreinin “Price Elasticities in International Trade“ The Review of Economics and Statistics N oy.

1967. VoL XLIX, No. 4. Table 4, page 515. ■、
.' ■ ■ . .. . . .  . . . . . . . .  _

こ : ( 6 )
次に各国め輸入価格弾力性ルについては , クレイニンの米国について求めた値を各国の消費/

輸 入 の 比 率 で 調 整 し た も の を も ち い た 。 クレイニ ン は ア メ リ力合 衆 国 の 1954— 1 9 6 4年 め 四 半 期 デ
i * - '

ータをもちい，SITC 5— 8 類について輸入の価格弾力性を求め， 5 及び 7 類は 2.0; 6 及び 8 類は 

5 . 6 という値を得た。一方，国内で消費される工業製品め輸入代替品と輸入との割合は，アメリカ 

合衆国は 4; E E C と 日 本 は 3 ; 英国は 2. 6, E F T A  (英国を除く）で は 2. 2 であ(る)。従ってアメ 

リ力合衆国の工業製品総針についての輸入価格弾力性が4. 2 であれば， E 起C と日本の場合は 

3/4X4. 2=’3‘1 でぁり，英国は 2. 6/4X4. 2-2. 7; E F T A  (英国を除く)は 2. 2/4X4. 2=2. 3 と/よる。 

図表2 は以上のようにして求めたS I T C分類による商品別輪入弾力性を示したものである„ 各国の 

輸入弾力性値はSITC 6, 8類佘その他め商品グル一:/にくらベて大きく， したがって関税引下げの 

效果も大きいことが予想される。 rv "

図 表 3^1, 3-2, 3— 3 は 1 9 6 5年の化学，機械及び輪送用機器，その他工業製品についての贸 

易マトリッダスである。 1% 5 年の総貿易取引を輸出国を縱_ に，輸出先（輪入国）を横撊に記すこ 

と.によって表わした。世界質易は次の1 6 ブロックに分類した。即ちアメリカ合衆国，カナダ，ラ 

テン，アメリカ，E E C , 英国，E F T A  (英，を除く），その他ヨーロッパ（但し， トルコ，ュ一ゴを含む) ,  

東ヨーロッパ，南アフリカ速邦, 後 ア フ リ カ , 日本，西アジア，後進アジア，中国，オーストラ •_ 

リア及びニュージーランド，その他である。各ブロックの域内貿易についてはこれを除外し， した 

がって贸易.マトリックスの対角耍素はゼロである。

:次に図表1 の関税率，図表 2 の商品別輸入弾力性値をもちい，ケネディラウンドによる関税一栖 

引下げによる輸入墙加を図表3 の贸易マトリックスから計測した。図 表 4一  1 , 4  一  2, 4‘ー 3 はアメ

リカ，EEC, E P T A  (英国を除く），爽国，日本が，鉴準税率から最終譲許率まで関税を引下げた場合

< ' 、 .• ： . *

注（6 ) Mordechai E. Kreinin "Price Elasticities in International Trade’’ op- cit., ,
(7  X 鮮し く はB, Balassa and Mordechai B. Kreinin "Price Elasticities in International Trade” 6p. cit.及び Sola 

Balassa “Tariff Protection in Industrial Countries—an Evaluation^ Journal of Political Economy, December, 

1965.を参艇さ“ たい， ，

113 (S/9) 一~ 一

バ和̂ ‘ 二如^ ゼ粒外仰糊ft* 撞̂ ^^?^

図表2. S I  T C 分類による商品別輸入牌力性
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122. 38 

5. 46 
0. 26

4. 33

0

75. 51 
77.24

5. 98 

0.17 

0.52 

7. 37 

0.43 
0.69

0

0.17 

0.08

0

93.59 

0.69 
2. 31 

131.73 

24, 26 
54. 31 

0. 92 

0.23 

0
66. 44 

0.11 
5.31 

0

0.69

0.23

5. 88 220.46
0.28 102. 97
0.01 1.04
0.59 8.90

39.05 241.57
0 122.63

0. 90 139. 78

0.67 9.65
0 0.56

0.01 1.16
1.93 78. 66
0.01 0.80
0/01 ■ 7.13

0 0.08

0 1. 4 8

0.01 0,40

300. 66 380. 87 122. 50 57-60 945. 74

及び 3 より, 注 （1 ) 英国を除く。

図表 4 - 2 関税引下げによる輪出入の増加（機械及び輪送用機器） (取 位 100万ドル）
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因表、.4“ 1 . 関税引下げによる輸出入の増加（化学製品） （単 位 100万ドル〉

輸出国
輸入国

ア メ リ 力  

力 . ナ  ダ

ラテン•アメ >j力 
そ"の他ョ一口ッパ

E E C 
(1)

E ' F  T A
イ ギ . リ ス

}\l_ ヨ.■― P 、y パ

南ア フ リ 力速邦 

後 進 ア フ リ カ

日 本

西 ア ’ ジ . ア  

後 進 ア ジ ア  

中 . 国

オーストラリア* 
么A 一 ジ‘ーランド

そ の 他

世

x 輸入国 
輪出国

(1)
日 本

(2)
E . E C

⑶
アメリカ イギリス

(5) (1)  
E P  T  A

— (5)
合へ11

ア ン リ カ 18.45 49. 99 : 0 23. 01 9.03 100.48
力 ナ ダ. 1.23 1.36 ' 20.13 4. 31 • 0.51 27. 54
ラテン• アメリカ’. 0.24 L 81 6.42 1.00 0.17 9. 64
その他ョ 一ロ.ッパ 0. 86 4. 54 2.72 2. 87 1.29 12.28
E E C 

⑴
E F T  A

11.81 / 0 22.31 42- 42 58. 93 135. 47
3.81 25.45 5.76 11.50 0 46. 52

イ ギ リ ス 1.96 21.81 5.65 0 12. 90 42. 32
3..— ロ ツパ - ‘ ；1.35 7.45 0.43 4.02 4.38 17. 63

南ァフ.リヵ速邦 0.36 0.27 0.21 0.86 0.25 丄95 .
後 進 ア フ ！）力 0 1.72 0.65 0/14 1.03 3. 54
日 本 0 4. 99 5.00 2.15 0.86 13. 00
西 ア ジ ア 0.24 , 0.36 0.10 0.28 0.08 1.06
後 進 ァ 1 > ァ ■ 1.72 . 0.90 1.63 0.71 0. 08 5. 04
.中 国 0.61 1.09 0 ノ 0.71 0.17 2.58
才一スト.ラリ.ア •
ニューシーランド 1.23 0 1.52 1.43 0. 08 4. 26

そ の 他 0 0. 72 1.08 0. 71 0.08 2.59

世 界 43.92 123. 54 73.67 96.2 89.91 427. 24
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図表 4 - 3 関税引下げによる輸出入の堝加（その他工業製品） （単 位 100万ドル)

へ 〜
輸出 !^

褕入国 (1)
日 本

(2)
E E C

⑶
ア メ リ カ

' ⑷ — 
イ ギ リ ス

(5) <1) 
E F T A

⑴ 一 (5) 
. の 合 計

■ァメ リ 力 46.25 228. 08 0 93.55 11.55 379. 43
力 ナ ダ 5. 37 , 26.56 626.75 85. 47 .1 . 41 745. 56
ラテソ • アメ リ力. 6. 56 70. 73 178.19 18. 48 1.17 275.13
その他 3 — F \y ノヽ 0.59 103. 93 ' 65.54 50.82 7.54 228. 42
E E C 21.78 0 696.39 143.22 120.75 982.14

E F
⑴
T A 7.16 430.18 184. 33 108.57 0 730. 24

イ ギ リ ス 15. 22 259. 84 245.78 0 、 26.41 547. 25
束..ョ — p クパ-. 17. 60 • 80. 83 24.57 43.89 8.49 175.38
南アフ リカ連邦 7.16 19.34 21.71 35.80 0.47 84. 48
後 進 7 フ リ力 22.68 127.03 12. 28 83.16 3.06 248. 21

本 0 70.73 700. 48 16. 86 4. 81 792‘ 88
西 ァ ジ 7 3. 87 21.94 .25.39 5. 54 1.50 58. 24
後 進 ア ジ ア ' 27.15 63.51 327. 71 64. 68 2. 83 ' 4 8 5 . 8 8
中 国 13.13 10,97 0. 40 3. 92 0. 99 29.41
才•一 スト.ラリ.ア • 
ニュージーランド ’ 4.77 9. 52 15. 56 17. 09 0.14 47. 08

そ の 他 0.59 8. 95 15. 97 2.07 0.09 27..67

世 界 199.96 1532. 20 3141.13 773.15 191.27 5837.71

の化学製品，機械及び輸送用機器，その他工業製品の輸出入増加額である。

これら先進工業国の関税ー栝引下げの結果，化学製品，機械及び輸送用機器，その他の工業製品 

のf m m は 7210. 6 9 百万ドル増加することが予想される。 特にその他工業製品の質易額の;i f 加は 

5837‘ 7 1 百万ドルに達する。地域別のうちわけをみると，日本の輸入増加は327. 9 9 百万ドル,輸 

出増加は 8 8 4 .5 4百万ドルである。輪出増加のうち792. 8 8 百万ドルはその他工業製品の増分であ 

る。これは各国の輸入弾力性値が大きい，“ その他工業製品，，が 1965年の日本輸出のうちで土める 

割合が大きかったこと，また,ことに関税弓丨下げによる輸入拡大が見込まれる対米輸出の比率が高 

いためである。E E C は化学製品では I 23. 5 4 百万ドルの輸入増加，13 5 .4 7百万ドルの輸出増加と 

なつている。機械及び輸送用機その他工業製品は，それぞれ300. 6 6 百万ドル，241.5 7 百方ド 

ルの輪人増加，1532. 2 0 百万ドル，982.14百万ドルの輸出増加が見込まれる。ァメリ力合衆国につ

• 注（8 > 前掲のバラッサの論文での拡大効來計測の場合には， 西ョ一ロッパの工業製品輪出価格は関税引下げの1ん 

だけ上昇する，と仮定した。その結來，突際の貿易拡大は2/3であると考えられた。しかし筆者が世界の工業製 

品輸出の価格弹カ性を求めるため,工業製品 (S1TC 5 - 8 類〉の輸出伽格衍数，と輪出数指数のうごきを1955 

年から1965年についてみた折には，贸易fflの拡大と仙i格の上界との間には明瞭な関係はみられなかった。 こ 

れはエ攀製品の輸出価垮動向はそれぞれの国によってかなり異るためと考えられる。従って本研究.は各丨頭の輪 

丨丨丨商昴6 供給墦加による価格上昇はないものと仮矩した。
： 画. . ； ' . . . .

* 木研究の貿易マトリックスの作成, 及びその利用については，力:原铒热出昌裕両氏の御協力を得た。 

ここであらためて謝意を表わしたい。
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いてみると，化学では輸出増加が輪入の増加を30 百万ドル上回る。 しかしその他工業製品は大き

な輸入増加が予想される'。地域別にこれをみると特にカナダ, E E C ,日本，後進T ジアからの_  乂

増加か著しレ、。同様にィギリスも E E C， 後進アフリ力， 後進アジアからのその他工業製品輸入の 

増加が予想される。

もとより本研究は，ケネディラウンドの施行を先進工業国にかぎっているため世界質易挺大効來 

のすべてをカバーするものではない。 しかしながら図表- 4 から明らかな点は，ゲネディラウン'ド 

の実行にともなう世界質易の拡大が，車に先進工業国の贸易のみならず低開発地域にも大きな影響 

を及ぼす事である。化学や機械及び輸送用機器の関税引下げは先進国間質易を更に拡大する。その 

他工業製品は先進工業_ の輸入弾力性がいずれも大きく，世界貿易の抵大にもっとも夫きな影麵を 

与える。ことに後進アジアの対先進国輸出は485. 8 8 百万ドル;^加すると予想され，麥の他に後進 

アフリ力は2 4 8 .2 1百万ドル，ラテン• アメリ力は2 7 5 .1 3百方ドル輸出が増加するもめと考えら 

れる。これらいずれの地域も輸出増大による外貨の獲得は経済開発推進のための急務であることか 

らも関税引下げ問題の重要性は明らかである。
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